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―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 0568-63-3800
補助金の名称 尾北看護専門学校運営費補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

一般社団法人尾北医師会 代表者名 会長　山田　和彦

条例

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市尾北看護専門学校運営費補助
金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 令和元年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

地域医療に貢献する医療従事者を育成するために地元の医師会が設立した学校であるため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

健康的な生活や高齢化社会に対応して、地域住民の医療の確保を行うため、医療
従事者の養成と確保は不可欠です。このため、この地域の医療従事者の養成と確保を行うた
め、尾北看護専門学校の円滑な運営に運営費補助金を交付することは、健康な市民の生活に貢
献するため、行政効果が大であると考えます

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
4,382,000 4,374,000 4,367,000 4,346,000

（4,382,000 （4,374,000 （4,367,000 （4,346,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

尾北看護専門学校の運営

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 156,183,010

うち補助事業全体の経費 156,183,010

補助金の使途

うち補助対象経費 155,780,067

教職員給与、賞与、法定福利費、職員旅費等

水道光熱費、通信、リース、印刷費、事務機使用料、保険

102,381,178

外部講師料、講師旅費 6,581,360

補助対象経費の内訳

10,756,524

その他事務費 679,718

研修、行事費 3,255,431

図書、什器備品、消耗品費 404

施設補修、維持管理費 6,581,345

調査研究費、教材費、実習経費 6,359,582

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

-25,296,940 

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） -25,296,940 

補助率、補助額
4,367,000（3市2町合計18,038,000円）
均等割30％、人口割70％

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 事業の一部補助であり、余剰にならないため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

この地域の医療従事者の養成と確保を行う尾北看護専門学校の円滑な運営に補助することは、
住民にとっての医療の確保につながります。

-

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

無

円

無

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

消費者及び食品衛生思想の普及向上を行い、安全な食品の供給及び食中毒の防止につながっ
た。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

47,656

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 不明

補助率、補助額
江南保健所管内3市2町で会員数に応じた負担割合に基づいて
補助金を算定

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 対象経費が補助額を上回っているため。

54,502

食品衛生指導費 527,500

補助対象経費の内訳

共済事業費 687

事業諸費 369,499

講習会費 378,580

印刷製本費 33,055

うち補助事業全体の経費 1,363,823

補助金の使途

うち補助対象経費 1,363,823

表彰費

（135,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

会員に対して食品衛生に関する知識の習得を進め、消費者に対してより安全な食品を提供する
ことができ、地域住民の快適な健康生活を維持するため。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 15,783,732

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

江南保健所管内3市2町(犬山・江南・岩倉・大口・扶桑)で補助金交付

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

会員に対して食品衛生に関する知識の習得を進め、消費者に対してより安全な食品を提供する
ことができ、地域住民の快適な健康生活を維持するため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
119,000 124,000 126,000 135,000

（119,000 （124,000 （126,000

犬山市補助金等交付規則 要綱 犬山市食品衛生協会補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度
平成4年度以
前

補助終了年度 未設定

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

愛知県食品衛生協会江南支部 代表者名 支部長　小川昇

― 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 0568-63-3800
補助金の名称 食品衛生協会補助金
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規則等
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無

円
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―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 市民健康館　0568-63-3800
補助金の名称

犬山市がん患者アピアランスケア用品購入費
補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象市民　38名 代表者名 −

− 条例 −

要綱
犬山市がん患者アピアランスケア用品
購入費補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和４年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

がん患者に対し、がん治療による脱毛や乳房の形状の変化などによる外見変貌を補完し、がん
患者の苦痛を軽減する（アピアランスケア）ための医療用補整具（医療用ウィッグ、乳房補整具）
の購入に係る経済的負担の軽減を図るため実施するもの。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
544,000 478,000 762,000 820,000

（263,000 （226,000 （371,000 （420,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

がん患者が医療用ウィッグや乳房補整具を購入した費用（区分毎に上限４万円）の２分の１を補
助した。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） −

うち補助事業全体の経費 −

補助金の使途

うち補助対象経費 −

−

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

−

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） −

補助率、補助額
医療用ウィッグを購入した費用（上限４万円）の２分の１
乳房補整具を購入した費用（上限４万円）の２分の１

補助限度額 医療用ウィッグ、乳房補整具、各々2万円

精算の有無
（変更交付）

その理由 精算の必要が無いため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

がんの治療による外見変貌の影響で精神的に苦しむ方々が、医療用ウィッグや乳房補整具の購
入がしやすくなり、経済的負担の軽減ができた。

愛知県がん患者アピアランスケア支援事業実施要領に基づき実施。一部、犬山市独自の補助と
して対象経費にケア帽子等を追加している。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

無

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 0568-63-3800
補助金の名称 骨髄移植ドナー支援事業助成金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象市民　0人 代表者名 ―

― 条例 ―

― 要綱
犬山市骨髄移植ドナー支援事業助成
金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 H26 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

骨髄バンク事業において、ドナー及びドナーの勤務する事業所に対して経済的支援を行うこと
で、骨髄バンクドナー登録の推進、ドナーの確保を目的とする。ドナー確保は市民の健康のため
公益上必要である。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
0 140,000 0 210,000

（0 （70,000 （0 （210,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、骨髄・末梢血管細胞提供者
となった市民とその事業者に、1日あたり2万円、14万円を限度として助成する

補助事業者の会計全体の決算額（支出） ―

うち補助事業全体の経費 ―

補助金の使途

うち補助対象経費 ―

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） ―

補助率、補助額
①ドナーの入院、通院の日数×2万円をほじょ、事業所は1万円
②ドナーが勤務する事業所へドナーの入院、通院の日数×1万円を補助

補助限度額
7日を限度とする
①ドナー：140,000円、②ドナーの勤務する事業所：70,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由 事後による申請のみ受付

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
助成金事業を通じて、骨髄バンク事業の推進に貢献した。

市の助成金に対して、県が５０％を補助金として交付

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

円

円

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 市民健康館　0568-63-3800
補助金の名称

犬山市若年がん患者在宅ターミナルケア支援
補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象市民　0名 代表者名 −

− 条例 −

− 要綱
犬山市若年がん患者在宅ターミナル
ケア支援補助金交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和5年度 補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

−

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

若年がん患者が住み慣れた自宅で最期まで自分らしく安心して日常生活を送ることができるよ
う、在宅における療養生活を支援するための在宅サービス、福祉用具の貸与や購入に係る経済
的負担の軽減を図るため実施するもの。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
− − 0 324,000

− − （0 （162,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

若年がん患者が在宅サービスを利用したり、福祉用具の貸与や購入した費用の９割（月上限５万
４千円）を補助するものであるが、申請者は無かった。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） −

うち補助事業全体の経費 −

補助金の使途

うち補助対象経費 −

−

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

−

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） −

補助率、補助額
在宅サービス利用、福祉用具の貸与や購入に要した費用の９
割

補助限度額 一月当たり54,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由 精算の必要が無いため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
交付実績なし

「愛知県若年がん患者在宅療養支援事業費補助金交付要綱」に基づき実施

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

無

円

円

有

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 0568-63-3800
補助金の名称 在宅当番医制運営費補助金（歯科）

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

一般社団法人犬山扶桑歯科医師会 代表者名 杉浦　隆

― 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市在宅当番医制運営費補助金交
付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度
平成4年度以
前

補助終了年度 未設定

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

地域の歯科医療を犬山扶桑歯科医師会が担っているため。

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）
休日における地域住民の歯科救急医療の確保を図るため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
1,064,800 1,104,800 1,038,600 1,039,000

（1,064,800 （1,104,800 （1,038,600 （1,039,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

休日午前中に歯科救急患者を診察する。
犬山扶桑歯科医師会実施の休日診療のうち、市内歯科医院が実施した日を補助

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 未確定

うち補助事業全体の経費 未確定

補助金の使途

うち補助対象経費 1,038,600

年末年始（46,200円×3日） 138,600

GW(30,000円×2日) 60,000

補助対象経費の内訳

休日（20,000円×42日） 840,000

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

未確定

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 0

補助率、補助額
年末年始46,200円×日数、GW30,000円×日数、休日20,000円
×日数

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 補助額が休日数に応じて確定しているため。

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
休日における歯科救急治療を必要とする地域住民の医療確保につながった。

―

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

無

無

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
緊急を要する疾病・外傷患者が適切な治療を受けることが、可能となった。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

―

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 不明

補助率、補助額
3市2町で人口や搬送実績に応じて補助額を算定。均等割
30％、人口割35％、搬送割35％

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 対象経費が補助額を上回っているため。

60,607,500

医療法人医仁会さくら総合病院 173,787,628

補助対象経費の内訳

愛知県厚生農業協同組合連合会江南厚生病院 307,579,331

うち補助事業全体の経費 16,244,096,648

補助金の使途

うち補助対象経費 541,974,459

社会医療法人志聖会総合犬山中央病院

（11,818,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

・休日、平日及び土曜日の診療時間外における搬送患者等の診察。
・第1次救急医療機関からの紹介患者並びに救急患者等の受入れに不測の事態が生じないよう
院内体制を整える。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 不明

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

第2次救急医療を担う病院に対する補助であるため。（尾北医師会、岩倉市医師会管内の3市2町
（犬山、江南、岩倉、大口、扶桑）で補助金を交付）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

地域の実情に適合した救急医療の整備を促進し、緊急入院、緊急手術を要する患者に対し、適
切な地域医療を提供するため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
10,610,000 10,673,000 11,757,000 11,818,000

（10,610,000 （10,673,000 （11,757,000

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市第2次救急医療対策費補助金
交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度
平成7年度以
前

補助終了年度 未設定

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

社会医療法人志聖会総合犬山中央病院　はじ
め3団体

代表者名 理事長　竹腰篤　他

― 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 0568-63-3800
補助金の名称 第2次救急医療対策費補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

円

円

円

無

有

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

急を要する疾病や外傷等の小児患者が、休日においても適切な医療を受けることができた。犬
山市においても休日診療所を開設しているが、症状により子ども医療センターを案内することが
でき、地域のこどもの生命の安全の確保ができ、命と暮らしを守る安心安全なまちづくりに貢献し
ている。

小児救急病院は、江南厚生病院が運営しており、その中で開業医が休日に一次救急として開設
する部分のみを3市2町で補助している。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

不明

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） 不明

補助率、補助額 1,544,000円（3市2町合計6,750,000円）

補助限度額 （3市2町合計6,750,000円）

精算の有無
（変更交付）

その理由 対象経費が補助額を上回っているため。

6,944,000

看護師給与 565,600

補助対象経費の内訳

医療技術員給与 1,696,800

その他職員給与 565,600

うち補助事業全体の経費 10,564,704,824

補助金の使途

うち補助対象経費 9,772,000

医師給与

（1,601,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

尾北医師会、及び岩倉市医師会所属の小児科医による休日（日曜・祝日）の一次救急医療の実
施。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） 不明

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

小児救急患者に対する適正な医療体制の確保を行うことのできる、地域の医師会に救急医療体
制を依頼しているため

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

江南厚生病院内のこども医療センターによる、休日の診療体制を構築することは、小児の健康と
生命の安全を確保するため、また保護者の精神的な安全も確保できるため、きわめて必要な事
業であるので、安定した事業継続のため市町が支援すべきもの。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
1,434,000 1,486,000 1,544,000 1,601,000

（1,434,000 （1,486,000 （1,544,000

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市小児救急医療対策費補助金交
付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

特定団体への補助 補助開始年度 平成20年度 補助終了年度 未設定

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

一般社団法人尾北医師会 代表者名 会長　山田　和彦

― 条例 ―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 0568-63-3800
補助金の名称 犬山市小児救急医療対策費補助金



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

円

円

―

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 ０５６８－６３－３８００
補助金の名称 受動喫煙防止対策事業補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

事業者０人 代表者名 ―

改正健康増進法 条例 ―

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市受動喫煙防止対策事業補助金
交付要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和3年度 補助終了年度 令和6年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

－

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

2020年4月より「改正健康増進法」が全面施行され、受動喫煙防止対策が強化されたことに伴
い、市としても受動喫煙防止対策のための設備設置や改修のための補助金を交付することで受
動喫煙対策を推進するため。
助成対象は、国の「受動喫煙防止対策助成金」または「公益財団法人全国生活衛生営業指導セ
ンターの「生衛業受動喫煙防止対策事業助成金」の上乗せであり、各助成金の交付決定を受け
ている事業者。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
0 0 0 0

（0 （0 （0 （0

市の補助金を使って
実施した事業の内容

－

補助事業者の会計全体の決算額（支出）

うち補助事業全体の経費

補助金の使途

うち補助対象経費

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

－

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） －

補助率、補助額 対象経費から国等の助成金を差し引いた額の２分の１

補助限度額 100,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由 事業完了後に支払うため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
－

健康市民づくり基金から支出するため、一般財源は無し。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

円

円

無

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康福祉部健康推進課

問い合わせ先 ０５６８－６３－３８００
補助金の名称 飲食店全面禁煙化補助金

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象事業者　０ 代表者名 －

改正健康増進法 条例 －

犬山市補助金等交付規則 要綱
犬山市飲食店全面禁煙化補助金交付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和３年度 補助終了年度 令和６年度

関係規定

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

２０２０年４月より「改正健康増進法」が全面施行され、受動喫煙防止対策が強化されたことに伴
い、市としても施設の全面禁煙化のための喫煙室の撤去や設備の改修などに要した費用につい
て、事業主に対し補助金を交付することで受動喫煙防止対策を推進するため。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
0 200,000 0 0

（0 （0 （0 （0

市の補助金を使って
実施した事業の内容

―

補助事業者の会計全体の決算額（支出） －

うち補助事業全体の経費 －

補助金の使途

うち補助対象経費 －

補助対象経費の内訳

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

－

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） －

補助率、補助額 補助率：対象経費の２分の１　補助額：1件200,000円上限

補助限度額 200,000円

精算の有無
（変更交付）

その理由 事業完了後に支払うため

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）
―

健康市民づくり基金から支出するため、一般財源は無し。

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）



法令

規則等

円 円 円 円

円） 円） 円） 円）

円

円

円

無

円

円

―

※令和６年度の実績に基づき作成しています。

補助金を交付して
市が得たメリット

（何がどうなったのか）

妊婦及び子育て世帯の経済的負担軽減を図るとともに、給付申請にあたり、面談やアンケートの
実施や子育てガイドによる支援サービスの確認など、妊娠期や子育て期に伴走型相談支援を実
施することで、妊娠期や子育て期の負担や不安軽減を図ることができた。

国の「伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱」に基づき事業
実施

補助事業者の会計全体の余剰額（繰越額）

補助額の算出方法

その他参考事項

補助事業者が補助金とは別に市から委託業務を請け負っているかの有無

-

うち補助事業全体の余剰額（繰越額） -

補助率、補助額
妊娠の届出をした妊婦１人あたり５万円
出生した子を養育する方へ新生児１人あたり５万円

補助限度額 未設定

精算の有無
（変更交付）

その理由 対象者への定額給付であるため

補助対象経費の内訳

うち補助事業全体の経費 -

補助金の使途

うち補助対象経費 -

-

（834,000

市の補助金を使って
実施した事業の内容

妊婦及び子育て世帯において、経済的負担の軽減に充てられた。

補助事業者の会計全体の決算額（支出） -

特定団体への補助の理由
（公募で選定しない理由）

-

市が補助金を交付する
公益上の必要性

（何をどうしたいのか）

国の「伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱」に基づき事業
実施するもので、妊婦及び子育て世帯の経済的負担を軽減するために、妊婦及び子育て世帯に
対し、出産・子育て応援給付金を給付するもの。

令和４年度実績 令和５年度実績 令和６年度実績 令和７年度予算
補助金の額

（　）は一般財源の額
44,550,000 33,850,000 40,250,000 5,000,000

（7,425,000 （5,642,000 （6,709,000

- 要綱
犬山市出産・子育て応援給付金給付
要綱

補助事業者の選定方法
（公募又は特定団体）

公募により選定 補助開始年度 令和４年度 補助終了年度 未設定

関係規定

補助金の交付を受けた
補助事業者の名称

対象市民805名 代表者名

- 条例 -

補助金の交付状況に係る調書【令和６年度交付分】

市の担当部課 健康推進課

問い合わせ先 保健センター 0568-61-1176
補助金の名称 出産・子育て応援給付金


